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鳴門生徒指導研究 第1 す一m 

1993年の世界の不登校研究の概観 

-ER におよびPSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献からー 

1左藤 IE 道 

要 約 

日本の不登校の問題を考える上で，世界の研究に常に目を向け続けることは必要である。筆 

者は1980年以降の研究の概観を行い，その継続研究として，1991年と1992年のERにおよび 

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の不登校に関連すると考えられるキーワードschool attendance, 

school dropouts, school phobia, school refusalを持っ文献を各国毎に分類した。今回は， 

その継続研究として，1993年の文献6カ国，38件について取り上げ分類した。 

Key words : school attendance , school dropouts , school phobia , school refusal. 

I ．はじめに 

筆者(1992a) は，諸外国と日本における不登校の初期研究をふまえた上で，鶴におよび 

F>SYCHI)LO引CAL ABSTRACTSのschool attendance. school phobia, school refusalをキーワー 

ドとする1980年-'--1990年の100件あまりの文献を中心に，各国別，年代順に分類し，不登校研 

究の慨観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界の研究に常に目 

を向け続け， 1年毎の形式で蓄積していくことは意味のあることであると考え，1991年および 

1992年の文献について継続研究を行った（佐藤1992b. 1993)。 

本研究は，1993年の文献についての継続研究である。今回の研究では，引ALOGデータベース 

の駅にとPsyc l叩りデータベースを用い，文献検索を行った。更にPsyc INFOデータベースより， 

PS翼HOLOG I CAL ABSTRACTSについてのみ取り上げた。文献検索から，不登校との関連が考えら 

れるものについて，国別1 キーワード別に分類した。 

学校現場においてどの程度の研究ができるものなのかということも課題のひとつとして考え 

た。駅沈については，昨年度より鳴門教育大学附属図書館でCD-RONを11カ月毎に更新する態勢 

ができたが，PSY酬OLOGにAL ABSTRACTS については，まだその態勢にはなっていない。大学院 

などに所属する者にとっては，筑波大学学校情報センターのデーターベースの活用も考えられ 

るが、学校現場ではこの方法を取ることは基本的にはできない。学校現場に在職する者にとっ 

ては，PCキANあるいは川町Yを介して引AI) J'.LVUデータベースを活用する方法が考えられ，今回は 

この方法を用いている。 

1993年の欧にでは，school attendance に関する文献が25件，school dropouts に関する文 

献がn件，school phobia に関する文献が2件，school refusalに関する文献は1件見い出さ 
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れた。一方1993年のPSYCHO LOG に凡ABSTRACTS では，school attendance に関する文献が38件, 

school dropouts に関する文献が34件, school phobia に関する文献が4件, school refusal 

に関する文献が6件見い出された。これらの文献の中で不登校との関連の考えられる文献，38 

件を各国別に分類し,研究の概観をする。 

~．各国における研究の概観 

ここで取り上げる研究は，1993年5月末現在，引ALOGデータベースのERにおよび 

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS において検索し,不登校との関連の考えられる1993年分として収録 

されている文献である。ここでは，日本での高等学校に対応する学年までの不登校との関連が 

考えられる文献を取り扱っている。 

I ．オーストラIJア（Australia) 

(Dschool ref usal に関する研究の概観 

Si loveら（1993a)は，分離不安症状目録について述べている。この分離不安症状目録は，行 

動上の表れよりも主観的な体験についての情報の蓄積をし，類型的よりも次元的な反応尺度を 

生み出す初期の分離不安の記録された記憶を測定するように作成されたものであるという。尺 

度の妥当性は，双子の一方によって示される幼い頃の不確かな行動の記述を用いて，分離不安 

症状目録の因子の得点について双子のもう一方とを比較し,構造化された面接によって得られ 

た初期の分離不安の朔及的なDSNー～承の診断基準と分離不安目録の得点を比較し,対象者の登 

校拒否の履歴と分離不安目録の得点を比較することで得られるとしている。 

SI 1 oveら (1993b)は,人の目を気にする74人の研究から，登校拒否をしたことのない人につ 

いての早期の分離不安の尺度が, 0SM - ifi - Rの成人のパニック障害の危険性と関連があるという 

ことがわかったとしている。一方，分離不安の得点は，成人の一般的な不安の徴候あるいは不 

安回避の有無との関連はないという。比較的高い分離不安得点の対象者には，登校拒否の兄弟 

姉妹や子どもがありがちであると述べている。 

2 .英国 (England) 

G )scho司attendance に関する研究の概観 

Frances (1993)は，不登校の生徒に対する学校での活動の改善，校内の作業の展開，有効な 

状況把握の方法の確立，登校を改善するための学校全体での活動を進めるためのデータベース 

の活用を行っていくためのプロジェクトの評価を行っている。登校率が改善された学校での登 

校状況の把握に対して,より注意を向けるならば,報酬と罰,十分な情報によって,促進され 

た対応が，何の理由もなく登校しない生徒の登校を改善することになったという。問題として 

の不登校の解決は,罰と報酬や学校の態勢の改善という段階ではなく,国家の政策立案という 

段階も必要であるということを示していると，述べている。 
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(2) school refusalに関する研究の概観 

Bergら（1993)は，正当な理由なしにI学期の40%以上を欠席した13歳～15歳の80人の子ども 

について研究をしている。親と子どもの面接に際しては，系統的なスケジュールが用いられた 

という。25人の子どもは，DS昨～-Rの崩壊性行動障害，15人の子どもは，不安気分障害であっ 

たという。怠学は前者と，登校拒否は後者と関連しているが，しばしば何の障害もなしに起こ 

っていたという。14人の子どもは,登校拒否でも怠学でもなかったという。統制群と比較する 

と，あまり登校をしていない子どもは，物質的に恵まれていない家庭であったという。不安障 

害のある登校拒否は,ほとんど精神医学的治療を受けていなかったという。長期欠席は，たい 

てい適切には取り扱われていなかったと述べている。 

3，チリ（CH le) 

q )school dropouts に関する研究の概観 

NaddalencとSI Iber Q993）は，ラデンアメ1)カの健康に関する現存する不十分なデータを統 

合的に扱っている。人口統計学，教育,雇用，経済社会的条件，死亡率，羅患率，危機的な行 

動の要因をここでは調べている。教育的水準は，ラテンアメリカで過去20年間に劇的に改善さ 

れてきているが，15歳の半数以上は退学しているという。罹患率は高く,慢性疾患は,少なく 

ともその内の10％であるという。青年男女の危機的な行動には，過度のアルコール，薬物,タ 

バコ使用が含まれるという。青年男女が健康であるという神話は，予防的な治療介入が今後計 

画的に進められるべきであると結論づけている。 

4．ギリs:iャ (Greece) 

(1) school attendance に関する研究の概観 

Mad lanosら（1993）は，抑うつ，自殺観念形成,自殺の試みについての自己報告による徴候に 

よって, 12-i?歳の1,325人の青年男女と18歳～24歳の成人男女について調査研究を行ってい 

る。青年男女の20.3%，成人男女の35.7%が，抑うつ的であると特徴づけられるという。自殺 

観念形成と自殺の試みの発現率について, 2つの年齢群で，同様の相違が見られたという。両 

方の年齢群の自殺を試みた者は，試みていない者に比べて高い抑うつ的な徴候を報告している 

という。全体の対象者と自殺を試みた者を識別する特徴は，低い登校率，物質使用,心理学的 

な援助を求めたことがあること，家族の中に精神健康的な問題があるという。 

5．ニュージーランド（New Zealand) 

G )school attendance に関する研究の概観 

McNaughton ら（1993）は，ニュージーランドでの6歳～ii歳の381人のぜんそくの子どもとそ 

の主たる介護者についての研究で，登校状況，成績，家族関係，ぜんそくの知識，生活環境の 

関係を調べている。人種としては, 65%がョーロッパ系, 14%がマオリ人, 17%が太平洋諸島， 
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錫がその他であったという。構造化された面接，ロールプレイ，学籍からデータは得られたと 

いう。学校,経済，文化に関する変数が，登校状況，読解力，学校生活での障害の評価とかな 

り関連があったという。ぜんそくの取扱の尺度については関連は見られなかったが，ぜんそく 

についての知識は登校状況に関わっていたという。結果から，生活環境に焦点を当てた健康教 

育が必要であると述べている。 

6 ．アメリカ合衆国（United States of 加erica) 

(D school attendance に関する研究の概観 

Powel lら（1993)は，10,188人の大学2年生と, 8,491人の高校生の調査から,高等学校での登 

校率の減少と中等学校後の登校状況について，兄弟姉妹の誕生の間隔の効果について調査研究 

を行っている。この調査結果によれば，誕生間隔が近いほど，高等学校の退学傾向を増加させ, 

中等学校後の登校を減少させていると述べている。 

Meehan ら（1993)は, 9'-- 12年生のL448人のウェストバージニア州の任意に選ばれた生徒を 

対象に1990年に行われた調査について述べている。この調査は， 「若者の危険な行動調査」と 

呼ばれるものである。調査対象の51％が男子であり， 89％が白人であり，約71％が，15-I?歳, 

39％が9年生であったという。薬物・アルコール使用，性行動，タバコ，食行動，肉体活動な 

どの関連する事柄が引き起こす行動やその他の障害を「若者の危険な行動調査」では,調査し 

ているという。いなか度の尺度は, 1マイル四方の登校面積当りの生徒数を元にしている。対 

象者の半数は,かなりあるいはたいへんいなかにある学校に登校しているという。女子に対し 

て男 子が，低学年に対して12年生が，若年者に対して16-18歳の者が,危険度が高いと述べて 

いる。 

引00111ら（1993）は，妊娠し親になろうとしている十代の若者の登校を促そうとするオハイオ 

州の「学習・収入・親」計画の有効性を分析している。 「学習・収入・親」計画は,登校を財 

政的な面から促そうとする州規模の計画であり，1989-- 1992年の期間のこの計画実施の概観を 

ここでは述べている。この経験から引き出される教訓の要約，計画の評価，十代の若者のこの 

計画に対する認識とこの計画の構造，学校教育や生涯教育への影響，登校への効果，進級と卒 

業に関する調査などについて述べている。 

Phelpsら（1993)は，テネシー州ジャクソンシティでの危機的状態にある若者に対する「学習 

展望」という介入計画について述べている。この計画では,学校，地域の企業，テネシー工科 

大 学,ビジョンファイブという私企業との連携が行われている。ジャクソンシディは，低い教 

育率,高い就労率,低賃金で特徴づけられるという。1989年から1990年の間に，退学率は24.2 

％であり，42％の生徒が,昼食なしか，安価な昼食で済ませていたという。このブロジェクトlま一， 

退学を減らすことを目的とし，4つの州立学校の全生徒を対象としていたという。(1)毎日の 

欠席状況を聞くことで登校を把握し，生徒と親と連絡を取ること，(2) 1日中の学習の面倒を 

みることなども含む知的な介入，(3）学校の努力を親に伝えることにより,親のかかわり合い 
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を強化すること，(4）危機予防のためのカウンセりングを更に行うこと，(5）職業意識と動機 

づけをする実務的専門的な団体を含む活動，(6）子どもと親に対する社会奉仕のよりよい関係 

を提供するための学校と地域社会奉仕活動の間の関係を増加させること,以上G)--(7）の要素 

を含んでいるという。登校状況，親との関係，教育的な側面での改善が見られているという。 

また生徒，家族，教師の基本的な教育上の態度は，少しずつ変化してきているという。 

碩I sonG 993)によれぱ，オクラホマ州のタルサ郡の16の学区では,怠学を減少させるための 

最も効果的な方法が，怠学している生徒を裁判所に送ることであるということがわかったとし 

ている。怠学告発の結果として,何百もの生徒が復学したと述べている。日本とは，制度的な 

面で異なっていることを改めて考えさせられるものである。 

CelanoとGel ler(1993）は, ぜんそくの子どもの学校機能に関する調査の概観を行っている。 

登校状況，成績，学習面行動面でのぜんそくの薬物治療の効果，機能的な損傷の進行について 

の心理学的な変数の役割について述べている。ぜんそくの子どもが,ぜんそくでない子どもと 

比べて，成績面でかなり危機的な状態にあるという十分な証拠はないと述べている。ぜんそく 

の子どもの中で,満足な成績が得られなくなる要因には，経口スデロイド剤についての医師に 

よる効果，疾患に対する貧弱な医学的取扱い，慢性疾患にともなうストレスが含まれると述べ 

Yぐ い る。 

UpchurchG 993）は，高等学校の退学と若い母親との関連について調査研究している。データ 

は, 1987年のヒューマン・リソース・リサーチセンタ11のデータを用いているという。女生徒 

が退学し十代の母親になる，またはそのいずれかになる道筋の相違がデータから明らかになり， 

その道筋が経歴や個人的要因によるということが示されているという。最も不利な立場の経歴 

の女性は，退学し十代の母親になるか，そのいずれかに最もなりがちであるという。高等学校 

を卒業した若い母親は，卒業し出産を遅らせる女性に最も類似しているが,これらの女性と比 

較して大学にはほとんど進学しないという。 

Pearson ら(1993)は, 9年生に対する退学予防計画を取り上げ，読解力と数学の能力,登校 

状況，退学率などについて調査研究している。計画が実施された3年間の各年において， 6校 

の高等学校から9年生の対象者を任意に選び，計画が実施される以前の生徒と比較をしたとい 

う。学区にまたがる計画の実行により，学力と学習の技術の強化につながったという。かなり 

肯定的な効果が，登校状況と退学率に現れたと述べている。 

Brain (1993）は，12歳～65歳の93人の頭部に損傷のある患者の雇用状況あるいは復学につい 

て調査研究している。最も顕著な人口統計学的，心理学的，神経心理学的,心理社会的結果予 

測要因について，規定値あるいは6カ月に得られた変数のいずれが， 6カ月あるいは12カ月で 

の最も良い雇用力を予測するかによって選択したという。 6カ月と見積もられた対象者につい 

ては，対象者の18％が利益のある仕事に復職し， 62％が復学したという。 6カ月で復帰しなか 

った対象者に対しては；12カ月で31％が復学, 66％が復学したという。年齢,昏睡状態の長さ, 

登校と自動車に乗っている時間の長さ，場所の調整，身についていない語桑の量が，復職ある 
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いは復学にすべてかなり関係しているという。最も有力な復職，復学の予測要因は，患者の言 

語についての知的能力,情報処理の速さと年齢であると述べている。 

McCordら（1993)は，学校での健康診断の学業成績に対する効果を調査研究している。伝統的 

な教 育課程ではうまくいかなかった生徒に対して，欠席，停学, 弓はL.もり,卒業あるいは進 

級の診断の記録とその活用の効果が, 6-12年生のオルタネイティブスクールにおいて研究さ 

れている。オルタネイディブスクールに在籍する322人の危機的状況にある生徒のうち， 24% 

が停学， 26%が卒業または進級したという。診断を受けると登録した189人の生徒と実際に診 

断 を受けた159人は，欠席しがちであるかあるいは登録されていない生徒として停学をされが 

ちであったという。しかし診断を受けた生徒は，学校に留まり，卒業または進級する傾向がか 

なり高かったという。診断受診と欠席日数のパーセントは，卒業及び進級とかなり関連し，こ 

れらの2つの変数は，進級資格の不一致の23％を予測するものであったという。 

(2) school dropouts に関する研究の概観 

Anderson ら G993)によれば，テネシー州職業訓練組合活動のデータを分析すると,参加者選 

定を任意にではなく,特に不利な立場の入を優先的に選択して，批評家が考えるほどには，最 

良の部分をえりすぐることにはならなかったという。経済的に不利な立場の人々の選択は, 8器 

余り,職業紹介率を低めることにしかならなかったという。また，対象とした高等学校中途退 

学者は,ほぽ四分の一,職業紹介率を低下させることになったという。 

Beverstockら（1993)によれば,アメリカ合衆国の人口の20%以上，25歳以上のインディアナ 

州在住者の12--19%, 39万人～60万人の成人が,機能的な無教育者と見なされるという。更に 

高等学校中退者と,高等学校卒業後の教育を受けようとしないものについても,訓練が必要で 

あるという。工場での事故のために,‘機能的な無教育者は行政と事務の負担となり，生産性， 

直接的な訓練費用の消耗,利益損失，失業への支出，刑形弱〒の運営費用の増加を,生むことに 

なるという。無教育者の費用には, しばしば失業や犯罪すら含むことになるという。インディ 

アナ州では，成人の読み書きの能力の進歩を促そうとしてきているけれども，対象者の約7知 

か計画には達していないという。 

Reyes と Hedeke rG 993)は,スペイン語系の人々が多く住む市街の77人のQ年生を高等学校の 

転校を促進し,退学を減少させるために考えられた，地域に根ざした予防的な計画に配置した 

という。 9年生に相当する77人は，治療介入を受けてはいなかったという。欠席は，落第の危 

機がある対象者を特定する変数として用いられていたという。低度の欠席群及び中度の欠席群 

と比 較すると，高度の欠席群の落第と学級順位は，時間と共に悪化したという。高度の欠席群 

の対象者は,その他の2群と比較し,欠席が増加し成績が低下したという。 

1'el nerら（1993)は,転校環境計画について述べている。この転校環境計画は,中等学校,中 

学 校,高等学校への規準に基づいた転校を経験している生徒に対する,予防的な治療介入であ 

るという。予防的治療介入の処理的・社会生態学的モデルに基づき，転校環境計画は，転校に 

よって負わせられる適応すべき要求を減少させ,生徒に活用できる対処の方法を増加させるこ 
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とを目的としている。家族が公的扶助を受けている生徒に与えられた都会の大規模高等学校で 

のプロジェクトを受けた転校環境計画に属する生徒の長期間の追跡調査の結果によれば，退学 

率がほぽ50%減少し，成績や登校状況にかなり肯定的な効果が示されたという。中学校と中等 

学校での研究では，転校環境計画の学校の対象者は，転校環境計画ではない生徒よりも，学力, 

社会経済的，行動上の要求にわたって，学校環境でのより肯定的な経験を報告しているという。 

Nayer ら（1993)は，危機的状況にある高校生のための退学予防計画について述べている。こ 

の研究によると，1988-- 1989年において， 200人の頻繁に欠席する9年生が特定されたという。 

11年生の終わりまで,この高等学校にいる対象者を追跡調査したという。相談の機能として, 

対象者の指示された仕事での作業効率が増加し，教師の生徒に対する否定的な言葉が減る一方， 

肯定的な言葉が増加したという。対象者の30.5%がこの研究の3年目までに退学したという。 

この退学率は，この時期の全学区の退学率よりも低かったという。機能的な関係が，教師によ 

る肯定的・否定的説明の割合に対して得られたという。学級の雰囲気が懲罰的ではなく積極的 

になり，対象者がより多く自分の役割を果たし，退学と停学が減少したという。 

Bowd I tch(1993)は，市街の高等学校の日常的な厳格な手続きについて調査研究している。分 

析によれば，学校の方針や手続きが，他人に迷惑をかけると考えられる生徒を排除するために, 

しつけの厳しい教師に,停学,転校，不本意な「退学」を進んでさせているという。しつけの 

厳しい教師が,他人に迷惑をかける者と特定するのに用いる指針は,教育的な調査に従って， 

生徒を退学の危機にあると特定するのと同様の因子であるという。不釣り合いなくらい多くの 

の数の都会の黒人やスペイン語系の生徒が登校や注意に対して支障をきたし,反抗的で不従順 

であると学校の職員に考えさせる環境にいるために,他人に迷惑をかける者を排除する日常的 

な厳格な実践をすることによって，より大きな社会では，学校が人種的階層的層理を永続させ 

る機能であるかも知れないと述べている。 

SrebnikとEl ias(1993)は，退学の問題を共同体の生態学から論じ, 4つの鍵となる論点を特 

定し,もし本腰を入れて取り組めば退学の問題は解決されるかも知れないと述べている。これ 

らの論点は,問題の定義，アプローチの定義，契約の促進，介入のタイミングから構成される 

という。退学予防の努力は，たいてい生徒一人一人の性格に目を向けられ，問題にはほとんど 

影響を与えない個人を基盤とする介入が行われてきているという。退学予防の努力の目標を， 

生徒の契約を促すという目標に変えることには，学校が生徒にとって魅力的で意味のあるもの 

でなければならないという、ことも含むものである。仲間同士の相談や個人教授のようなプログ 

ラムは，生徒が意味のある仕方で貢献する機会をつくりだし,学校の特徴を高め，結びつきと 

生徒の契約を強めることになるという。 

Laco nteら（1993)は，自己概念に関する理性と感情についての教育課程と,高等学校を卒業 

する以前に退学の危機があり，学習障害あるいは情緒障害があると特定された器人の中等学校 

の生徒の成績の評価をしている。教育課程は，考えること，感じること，実行することである 

としている。対象者は, 12人が実験群, 11.人が統制群に任意に当てはめられたという。実験群 
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の対象者には，15週間の間，I 週当たりほぽ45分面接を行ったという。二つの群の間では，自 

己概念と成績には差がなかったという。 

Brooks-Gunnら(1993)は，バルチモアで1960年代後半に産まれた約250人の黒人の十代の母 

親の第1子の20年にわたる追跡研究で,高等学校の中途退学の前歴と高等学校後についての研 

究を行っている。1988年に十代の母親の平均年齢19歳の第I子は，若い成人に移行するところ 

であったという。 37%が中途退学し, 46%が高等学校を修了し， 17%がぞの後の学習に取り組 

んでいたという。 

Smi th -Hefner(1993)は,アメリカでの若いクメール人女性が，なぜ不釣合いなくらい多く退 

学するのかの理由を調査研究することによって，小数民族の教育的な達成の変数の実例を取り 

上げている。30カ月にわたる民族学的研究には,クメール人の避難者，教員，社会奉仕者,友 

人,近所の者，遠くの親戚との125の面接が含まれているという。面接から,両親は限られた 

教育的な環境ではあるけれども，教育の重要性を自覚し,子どもがアメリカで十分な教育を受 

けられるこどに深い関心を示しているという。教育の重要性と，その結果得られる確実な長期 

間の雇用での批判的な役割についての実用主義的な認識も持っているという。しかし，伝統的 

なクメール人の文化が,教育によって許される自治とアイデンティディについて，女性lことっ 

ては強く対立するものであるという。そしてこのことが，高い退学率につながっているとして 

いる。 

SI ickerとPalnier (1993)は，86人の危機的状態にある10年生に対する学校相談計画の効果を 

検討している。対象者は，面接経験の評価と統制に基づき，効果的な面接群と効果的でない面 

接群に分けられたという。対象者に対する面接は,高校からの退学を防ぐことにはならなかっ 

たし,自己概念や成績を向上させることにもならなかったという。しかし,効果的な面接群群 

すべてに対して，翌年復学させるのには影響を及ぽしたという。一方統制群と効果的ではない 

面接群群の復学率は，それぞれ74％と68%であったという。効果的でない面接群に対して,効 

果的な面接群では，成績面での改善がかなり見られたという。 

Parishら（1993)は, グレイドK- 12の2,482人の生徒と教師を，退学の危機にあるのかどうか， 

なぜ危機にあるのか，なんのために危機にあるのかを調査研究したという。子どものための男 

女性格特性検査,子どものための性格特性検査，性格特性検査の質問紙に,生徒は,自己概念 

尺度の中で，学年によりさまざまなことを述べていたという。教師は，個々の生徒に対して， 

潜在的退学チェックリストを試みたという。潜在的チェックリストの得点が高いのは，生徒の 

自己概念の得点が低いのと,サポートをする態勢の不十分さの得点が高いのにかなり関連して 

いたという。調査によれば・生徒の要求を認めてくれる学校で,生徒が価値があるとされ,強 

制されない学校で，よりうまく過ごすことができるとしている。 

Figuel ra-McDonough( 1993）は,若者の逸脱の集中におそらく関わっている様々な共同体の特 

徴づけを試み，特色のある側面を持つ共同体紀またがる非行の割合を比較している。高い率の 

貧困と人種差別のアリゾナ州の都会の中心の郵便区が，分析の単位とされたという。共同体の 
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経済的な変数の方が,家族の変数よりも強い予見要因であるという。期待に反して，退学率と 

非行との関係は弱かったと述べている。若者の逸脱のそれぞれのタイプにつながる共同体の特 

性にしたがって識別することは，非行と退学のさまざまな段階によって分類された共同体の類 

型学を用いると可能であると述べている。 

引urnとJones (1993)は，中間学校あるいは中等学校で，潜在的退学者を特定し，危機的状態 

にある生徒に学校を続けさせるのに有効な相談グループと相談計画をつくるのに何がなされる 

かに焦点を当てている。学習形態での違いを認識すると，管理者は危機的状態にある生徒を， 

配置された集団活動が生徒に満足される教師の学級に配置することができるとしている。この 

計画の目的は，潜在的退学者に自分自身についての積極的な態度をとることができるような支 

持的な態勢を提供することであるという。集団の経験は，選ばれた生徒に，自分の気持ちを表 

現し，目標を設定し，支持的援助的な雰囲気の中で問題解決をする機会をメンバーに与える仲 

間の支持的な態勢を提供するように立案されたという。相談者と生徒の関係には，個人教授, 

生徒の進行状況の相談，レクリエーション的活動の分担が含まれていると述べている。 

AronsとSchwartzG993) は，生徒の退学予防のために立案された教師とソーシャルワーカー 

インターンのチームの市内の公立高校の活動によって用いられたモデルを取り上げている。こ 

のチームの方法は，ソーツャルワーカーを学校に導入し,その結果,学校での成功に影響を及 

ぽす生徒個々人の要求に教師が敏感になり，ソーシャルワー力ーがより一層教師の主な役割を 

理解し,強化することができるようにするものであるという。学力,処世術，自分自身のため 

の共 同体の資源の活用能力を高めることにより，学校は，生徒に権限を与えることができると 

いう。 

Lichtenstei n(1993)は，学校にいる間，学習障害があると特定された4人の成人との2年間 

にわたる広範囲にわたる面接を行ったという。 4人とも高校を退学しているが,早い段階での 

退学は重要であり，青年から若い成人への移行において，肯定的な選択であったと報告してい 

るという。注目すべきテーマとしては,形式的な職業評価との関わりの欠如，彼ら自身の個性 

を発揮する教育課程の欠如，大人の奉仕の欠如が含まれるという。一人一人の物語や体験は， 

敗者や落第者とされた彼らの退学に疑間を投げかけるものであるという。対象者の叙述は,中 

等 学校の特殊教育課程立案と全体の移行計画過程での重要な不足を明らかにするものであると 

述べている。 

(3)school refusal に関する研究の概観 

Kea rneyら（1993)は,登校拒否評価尺度の信頼性と妥当性について調査研究している。これ 

は，登校拒否行動に対する伝統的な分類方法の欠陥を指摘するものであるという。平均年齢 

n .26 歳の42人の子どもに対して，登校拒否行動，母親，29人の父親についての評価がなされ 

たという。別々の機能的な条件が識別可能であるという仮説が,相関するデータによって満た 

されたという。 

Kearney( 1993）は, cornorbid症候群的,症候的抑うつ状態と登校拒否的行動についての研究 
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の概観を行っている。厳密な意味で集団的な，厳密に個別的でない,否定的な感情を持つ者を 

含む，分類学上の方略に対する必要性を含む,分類の形態との関連を論じている。様々な理由 

のために登校拒否をし，同時に様々な段階の抑うつ状態にある子どもの状態を考える必要があ 

ると述べている。なお，これは，school phobia とも関連するものである。 

Lastら（1993)は，不安障害の5歳～17歳の30人のアフリカ系アメリカ人と39人の白人系アメ 

リカ人を比較し，社会人口統計学的変数，臨床的特徴,特定不安障害の期間に関して，治療法 

を検討している。どちらの群も相違点よりは類似点の方が多いという。しかし，傾向としては， 

登校拒否率，初期の不安障害の程度，心的外傷後ストレス障害の表れている期間，子どものた 

めの恐怖探査目録1'ear Survey Sched田e（改訂版）の総点において相違が見られるという。白 

人系の対象者は,登校拒否を示し比較的程度が重い傾向があり,一方アフリ力系アメlJカ人の 

対象者は，心的外傷後ストレス障害の履歴があり，恐怖探査目録（改訂版）の比較的高い得点 

を示しがちであるという。 

(4)school phobiaに関する研究の概観 

Del tは0ら（1993)は，分離不安障害の三世代家族での表れを研究している0 障害は,幼児期 

には学校恐怖症として表され,青年期には広場恐怖を伴うパニック障害に,その後は，ヒポコ 

ンデリー症の状態を伴う不定時不安となるとしている。三世代家族の13人がこれらに悩ませら 

れていたという。イミプラミンを処方された分離不安障害と学校恐怖症の子どもは,学校に復 

帰する不安徴候の改善を示したという。この家族から得られた情報は，人生の中で様々に表わ 

れる精神病理学の不安障害を述べるモデルと一致するであろうと述べている。 

Ragopianら（1993)は, 6歳9カ月の少女のケースを取り上げている。この少女は,学校回避と 

様々な不安症状を示し,分離不安障害と診断されていたという。分離不安障害は，独力で登校 

させるための積極的な強化をすることにより，次第に身をさらすように治療を進めるものであ 

るとしている。治療処置は登校の期間を系統的に長くしていく一方で,母親がそばにいるのを 

減らしていき，学級で，登下校で，時間を過ごすものであるという。変化しつつある規準に基 

づき,この子どもの調査に示された徴候が，登校に係わる治療処置の機能的な統制を示すため 

に用いられたという。事後の調査によれば，事後の治療処置が2カ月～9カ月にわたって継続 

されたという。 , 

Burgessら（1993）は，回避的行動の概観と戦略的家族療法の事例研究を述べている。慢性的 

な学校回避のため公立の家族カウンセリング局に照会された, 14歳の少女の事例である。症状 

の処方，再構成，ぶり返しの予測を含む逆説的介入が，親子の堅固な階層関係を確立し,社会 

的な環境に対する少女の恐怖的な回避を断続させるようになったと述べている。 

狙．おわりに 

1993年の駅にとPSYCHOLOG I CAL ABSTRACTS における不登校に関連すると考えられる研究では， 

不登校を念頭に置いた「登校改善退学予防」という表現ではなく, 「退学予防」という表現が 
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用いられている。ERにでは， 「退学予防」に関わる研究もほとんど見られない。1992年の研究 

の概観でも述べているが,不登校よりも退学予防に力点を置いた研究が収録されてきているも 

のと考えられる。DIALOGデータベースから，欧にの単年度での収録文献件数が3, 5000件前後に 

なっており,不登校に関連する研究の推移をERICでのキーワード検索による文献件数から特定 

はできないが，1990年代に入り駅にでの取り扱いは減少していると考えられる。 

1舶3年の服にでは，school attendance に関する文献が25件, school dropouts に関する文 

献が11件，school phobia に関する文献が2件，school refusalに関する文献は1件見い出さ 

れ，39件について不登校との関連を検討した。一方1993年のPSYCHOLOG I CAL ABSTRACTS では， 

school attendance に関する文献が38件, school dropouts Z 関する文献が34件，school 

phobia に関する文献が4件, school refusalに関する文献が6件見い出され， 82件について 

不登校との関連を検討した。これらの文献の中で不登校との関連の考えられる文献は38件で， 

昨年までの文献にはなかったチリとギリシャの研究が見いだされた。 

基礎研究としてのER I CおよびPSYCO 切引CAL ABSTRACTSの文献を用いた不登校に関連する世界 

の研究の概観は，今回で3年目となる。1990年代も来年は，半ばにさしかかる。1995年につい 

ても今年の作業を継続すると共に,不登校に関連するキーワードを広げ，1990年代の動向を探 

ることにしたい。 
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